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――ブランド階層に対する消費者認知―― 

 

勝木 啓太 
 

消費者はしばしば、ブランド名という外在手がかりを使用して、製品の品質や価値を評価す

る。ブランド名はまた、認知的評価過程だけでなく、感情的な過程への作用によっても、購買

意図に影響を及ぼしうる。本論は、これまで「ブランド」として一括りで扱われてきた「企業

ブランド」と「個別ブランド」の認知的／感情的作用の異同について検討し、概念モデルを構

築する。さらに、消費者調査を行ってモデルの経験的妥当性を吟味する。 
 

 

第 1章 はじめに 
 

近年、多くの企業が経営戦略上、ブランドを重視するようになってきている。その理由としては、ブ

ランド力のある企業が高利益を上げ、成長を続けていることが挙げられるかもしれない。例として、近

年高利益を上げているスターバックスを考えてみよう。スターバックスで 1杯のコーヒーを注文した際

250円かかる。しかし、ドトールならば同じコーヒーが 180円で飲める。見方を変えれば、スターバッ

クスは商品を 250円で売って満席にできるのに対し、ドトールは 180円で売らなければ、満席にできな

い状態であるのである。このコーヒー1杯の 70円の差がブランド力であり、スターバックスの高利益の

源泉がブランドであるといえるのではないだろうか。 

このようなブランド力のある企業が、ほかの企業より優位に立つようになったのは、消費者の多様化

という背景があると考えられる。一昔前までは、消費者は安いというだけで製品を買っていた。しかし

ながら、長年続く不況の下で、消費者は自分に必要なもの、欲しいものしか買わないように変化してき

たといえるであろう。また、企業にとってみれば、現代は同じ様な製品が世の中にあふれ、他社と差別

化された製品だけが売れる状況である。すなわち、消費者は差別化された、何らかの付加価値を持つ製

品を選んで購買しているのであり、その付加価値の源泉としてブランドが機能していると考えられるの

である。このような状況下で、企業はブランドで何を表現したいのか、将来どんなブランドにしたいか

を明確にすることが求められるようになって来ている。 

以上のように、ブランドは企業にとって、人材や技術と同様、競争を勝ち抜くのに不可欠なものであ

るといえるであろう。ところが、欧米企業がブランド戦略に真剣に取り組み始めたのは 8 年から 10 年

前である。日本においてはさらに遅く、個別ブランドの管理ですら始まったばかりであると言っても過
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言ではないであろう。それゆえ、企業全体でのブランド管理を行うことまで手が回っていないというの

が現実であると考えられる。これまで、日本企業は企業ブランドの下に多くの事業を抱え、差別化でき

るブランドを構築してこなかったといえるであろう。 

そこで、本論では企業ブランドと個別ブランド、それぞれが消費者の購買意思決定において、いかな

る役割を果たしているのかを解明することで、今後の企業戦略のあり方に何らかの示唆を得たい。 

 

 

第 2章 研究の現状 
 

本章において、まずブランドの機能と階層に関するブランド研究を概観する。その後、第 2節におい

て外在手がかり研究の概観を行う。そしてその中で、本論の概念モデルの元となる Li, et al.（1994）ら

によって提唱された、認知・感情型購買意図モデルの紹介を行う。 

 

2－1. ブランド研究 

 

近年、数多くのブランド研究がなされ、様々な議論がなされてきた。そして、Aaker（1991）や Keller

（1993）の登場により、別個に議論されていたブランドに対する諸概念が、ブランド・エクイティ概念の

下で、ようやく体系的に理解なされるようになった。少なくとも個別のブランドについてのこれまでの

研究は相当数あるといえるであろう。しかしながら、その目を個々のブランドから複数のブランド間の

関係を扱っている研究に向けると、その数は激減してしまう。 

本節において、ブランド研究の中でも、ブランド間の関係について関連性が高いであろう、ブランド

の機能と階層性について既存研究の概観を行う。 

 

2－1－1. ブランド論 

本項において、ブランド研究の中でもブランドの機能について概観する。 

ブランドには「識別機能」、「出所表示・品質保証機能」、「意味づけ・象徴機能」の 3つの機能がある

と言われている1。しかしながら、これら 3つのブランドの機能は、消費者の購買行動との関連で考えた

場合、同列に扱うことはできないと考えられる。なぜなら、これらは企業側から見たブランドの機能で

あり、消費者の購買意思決定に、直接関係するブランドの機能ではないからである。例えば、「識別機能」

としてのブランドは、それ自体が製品の購買や選択する要因にはなり得ないと考えられるであろう。 

そこで、消費者側から見たブランドの機能として、Aaker（1996）の提示した、ブランドの 2 つの機

能を挙げることで、消費者の購買行動に対するブランドの機能を考える。まず、1 つ目として、ブラン

ドが購買決定や使用経験を推進する「driver」機能がある。例えば、消費者にあるブランドが購買され

る理由として、ブランドの属性や便益が消費者にうまく伝えられていることが挙げられるであろう。こ

                                                         
1 詳しくは、青木（2001）を参照のこと。 
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のように、ブランドの意味を製品に付与して伝達し、消費者の購買を直接的に推進させる機能が「driver」

機能である。次に 2つ目は、ブランドに信頼性や認知を与える機能、すなわち「endorser」機能である。

例えば、消費者は製品の情報収集コストを節約するために、ブランドの品質保証機能を利用するとこと

が挙げられる。過去の購買などにより、信頼できるブランドであると判断した時、消費者はそれ以上に

情報を収集せずに、購買するブランドを決定するであろう。有名ブランドが好まれる傾向は、まさにこ

のような理由であると言えるであろう。このように、ブランドに信頼性や品質保証の機能を与えるよう

な、支援的役割が「endorser」機能の果たす役割である。 

なお、日本におけるブランドの一般的傾向としては、「endorser」機能は、企業ブランドに持たせ、

そのような企業ブランドの下に配置された個別ブランドが「driver」機能を担当する、というように、

ブランドの階層化と機能分化が見られる2。しかし、この機能分化はほとんど研究されておらず、実証分

析がなされた論文は調べうる限り見当たらない。 

 

2－1－2. ブランド階層 

本項では、企業内の複数ブランドを体系付けて理解するためによく用いられる、ブランド階層を概観

する。ブランド階層とは、企業のあらゆる製品に注目し、共通しているブランド要素と特有なブランド

要素の数や性質を示すことにより、ブランド要素の序列を明示したものである3。 

ブランド階層を考える場合、企業ブランド、事業ブランド、ファミリーブランド、個別ブランド、の

4階層で整理されることが多い4。それぞれの概念を挙げると、企業ブランドとは、企業の製品やサービ

スに対して共通に付与されたブランドであり、事業ブランドとは、企業の特定事業の製品全てに共通し

たブランドである。また、ファミリーブランドとは、複数のカテゴリーに属する製品やサービス群に対

して共通に使われるブランドであり、個別ブランドとは、製品やサービスのひとつひとつに、独自のポ

ジショニングを持たせたブランドである。 

これらの階層構造は、Keller（1998）のブランド階層の概念に類似していると考えてよいであろう。

Keller（1998）はブランドの階層構造を、企業ブランド、ファミリーブランド、個別ブランド、モディ

ファイアーに分類した。モディファイアーとは、ある製品の特定のタイプ、モデル、バージョン、ある

いは形状を識別する要素のことである。 

また、Aaker（1996）はこれらのほかに、サブ･ブランド、属性ブランド、範囲ブランドという概念を

規定している。サブ・ブランドとは、親ブランドに付加され、親ブランドの連想を増やしたり、修正し

たりするブランドである。また、属性ブランドとは、ある製品の具体的特性や、部品・要素、サービス

自体をブランド化し、当該ブランドを強化ないし調整するものである。これらサブ･ブランドと属性ブラ

ンドの役割は、前述したモディファイアーの役割に類似していると考えられるであろう。そして、範囲

ブランドは、ブランド拡張の際に用いられることが多く、複数の製品クラス間において、共通するコン

                                                         
2 詳しくは、青木（1996）を参照のこと。 
3 例えば、Keller（1998）を参照のこと。 
4 詳しくは、首藤（2000）を参照のこと。 
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セプトなどの内容と範囲を消費者に知覚させるようなブランドである。 

以上に見られるように、ブランドの階層構造や分類はそれぞれの研究者によって定義付けられており、

統一した定義付けがなされていないと言えるであろう。しかし、こういったブランドの組み合わせ方、

すなわち、市場において企業が自社ブランドをどう規定するかという選択肢は 3つしかない。その 3つ

とは、従来のブランドを活用するか、新たに構築するか、あるいは両者を組み合わせるかである。これ

らを類型化すると、以下の 3つの戦略を提示することができる5。 

単一ブランド戦略 

自社の全製品をひとつのブランド（多くの場合、企業ブランド）の下に統一する戦略。個別の製品の失敗

が企業全体のブランド・イメージを傷つけるリスクも高い。 

組み合わせブランド戦略 

企業（事業）ブランドと個別（ファミリー）ブランドとの組み合わせ戦略。個別ブランドの保証として、

企業ブランドが機能する。日本企業の場合、企業ブランドと個別ブランドの 2階建構造を採用している

企業が多い6。 

個別ブランド戦略 

製品やサービスのひとつひとつに独自のポジショニングとブランド名を付与し、独立させる戦略。マ

ーケティング・コストがかさむが、個別ブランドの失敗が企業ブランド全体に影響しにくい。 

以上のように、ブランド・マネジメントにおける戦略は大きく 3 つに分けることができるであろう。

このように、ブランド階層とは当該企業のブランド群をいかに配置するか、という問題を理解し易くし

てくれるものである。 

 

2－2. 外在手がかり研究 

 

消費者はある製品の品質を知覚し、評価するとき、何らかの手がかりを利用しているといえるであろ

う。この手がかりは、製品に対する内在手がかりと外在手がかりとに分類できる7。外在手がかりとは、

製品の物理的な部分ではない属性、すなわち、価格、ブランド名、パッケージのような製品に関する間

接的な手がかりのことである。他方、内在手がかりとは、製品に関する直接的な手がかりのことであり、

属性や性能と同義である。本節では、間接的な手がかりが消費者の購買にどのような影響を与えている

か、という疑問についての研究である、外在手がかり研究を概観する。 

 

2－2－1. 外在手がかりとしての価格 

外在手がかりの研究は長年、価格を中心に行われてきた。中でも製品の品質と価格の関係を研究した

ものは非常に多く、20世紀前半から無数に行われてきている。これらの多くの研究結果により、一般的

                                                         
5 詳しくは、首藤（2000）を参照のこと。 
6 詳しくは、Tanaka（1993）を参照のこと。 
7 例えば、Olson（1977）を参照のこと。 
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に価格以外に品質を判断する尺度がない場合には、消費者は価格に基づいて品質の評価を行う、という

ことが明らかになっている8。 

しかしながら、近年の研究において価格が品質のバロメータであるという議論には疑問が投げられて

いる。例えば、Monroe & Rao（1989）によれば、今までの研究の大部分は、価格の比較的安い購買回数

の多い製品に偏っていること、価格の幅が大きいブランド・カテゴリーほど品質と価格の関係が有意に

なる傾向があること、消費者の反復購買を考慮した研究のほうが、そうではない研究よりも品質と価格

の関係が有意になりやすいこと、そして価格以上にブランド名と品質の関係が大きいこと、の 4点が特

徴として示されている。すなわち、価格が品質のバロメータとなりうる程度は、消費者の知識量や、価

格以外の外在手がかりがどの程度入手できるのか、といったようなことに依存しているのである。それ

ゆえ、既存研究では価格と品質の関係を説明するには十分でないと考えられている。 

また、価格について、Dodds, et al.（1991）の研究で次のような捉え方がなされた。価格は、製品購

買に必要な犠牲量の指標でもあり、品質水準の指標でもある。換言すると、より高い価格の製品に対し

て消費者は、より高く品質を知覚し、より大きな購買意図を導き出すということである。それと同時に、

より高い価格の製品は、財を購買するために犠牲をより多く知覚させるのである。このモデルを図示し

たものが、図表 1である。 

 

 

 

 

 

 
 
2－2－2. 多重手がかり研究 

前項のように、外在手がかり研究は価格を中心に行われてきたが、近年においては、価格のみでは不

十分であるとみなされている。そこで、価格以外の外在手がかりを含めた研究を以下の図表 2に示す。 
 

図表 2 多重手がかり研究の推移 

Monroe & Rao（1989） 

価格・ブランド名・店舗名が消費者の製品評価に及ぼす影響を経験的に分析

した。その結果、ブランド名は製品評価に正の影響を与えていたが、店舗名

の影響は小さく、非有意であった。 

Dodds, et al.（1991） 

価格・ブランド名・店舗名の効果を見るため、高価格で頻繁に購買されない

財を用いて実証研究が行われた。その結果、価格は知覚品質に正の影響を及

ぼすが、知覚価値と購買意図には負の影響を及ぼすこと。好ましいブランド

名と店舗名は品質と価値の知覚、および購買意図に正の影響を及ぼすことの

2点が分かった。 

                                                         
8 詳しくは、上田（1995）pp.46-50を参照のこと。 

図表 1 価格の影響に関する概念的関係 

客観的価格 価格の知覚 

知覚品質 

知覚犠牲 

知覚価値 購買の意志 

（＋） 

（＋） （＋）

（－）

（＋）

（出所）Dodds, et al.（1991）.
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Li, et al. （1993） 

原産国（カントリー・オブ・オリジン）情報が果たす 2つの役割が、製品情報量

とモチベーションの異なる条件の下で発生するかを分析した。2つの役割と

は、シグナル的役割と属性的役割である。詳しくは、次に述べる。 

Li, et al.（1994） 

原産国・ブランド名・価格の 3 つの外在的手掛かりの購買意図への影響を、

経験的に分析した。その結果、価格と期待価格は、好意と知覚品質に対して

直接的な効果を及ぼすが、原産国とブランド名は、好意と知覚品質に対して

有意な直接的影響を有していなかった。また、この研究においては、従来の

ような認知的側面だけでなく、感情的側面に注目し、認知・感情型購買意図

モデルが構築された。このモデルを、次項において紹介する。 

 

上記のように、価格以外の外在手がかりの研究がなされている。ブランド名を扱った研究も多くあるが、

ブランドを個別ブランドと企業ブランドを区別して研究なされているものは、調べうる限りない。それゆ

え、本論の研究は有益なものであるということができるであろう。 

ここで、Li & Monroe（1992）が報告した、原産国情報が果たす 2つの役割を見ておこう。この 2つ

の役割とはシグナル的役割と属性的役割である。シグナル的役割とは、製品品質を類推する役割のこと

である。これは、国が製品の製造に必要な技術を有しているか否かを知るための手段として、原産国情

報を使用する（認知的反応）ということを示唆している。他方、属性的役割は、便益を提供する製品属性

としての役割であり、製品の評価に好意として機能する。例えば、製品が母国製である場合、消費者は

その製品をより一層好き（感情的反応）かもしれず、感情的に製品評価を行うということを示唆している。 

これら 2 つの役割が、モチベーションと情報量の変化によりどのように機能するか分析がなされた。

その結果、シグナル的役割が発生すると期待されるのは、情報量が少ない場合であった。また、属性的

役割がより発生すると期待されるのは、モチベーションが高い場合であった。なお、両方の役割が発生

すると思われる条件（低情報量かつ高モチベーションの場合）の下では、シグナル的役割のみが発生し、両

者が同時に発生すことはないと結論付けられた。 

このように原産国情報が認知的反応と感情的反応の両方を引き出す可能性があるならば、価格とブラ

ンド名も 2つの役割を果たしている可能性があるといえるであろう。 

 

2－2－3. 認知・感情型購買意図モデル 

本項において、Li, et al.（1994）によって提唱された、認知・感情購買意図モデルを提示する。この

モデルは、従来の研究における認知的側面に加え、今まで考慮されていなかった感情的側面に注目した

ものである。このモデルは、原産国・ブランド名・価格の 3つの外在的手がかりの購買意図への影響を

モデル化し、Cohen & Areni（1991）が提唱した消費者行動における動態的感情モデルが援用されてい

る。これにより消費者の感情と認知との関係を第 1フェーズから第 3フェーズの感情的反応に分類して

いる。 

Cohen & Areni（1991）によると、感情的反応は認知的反応の後だけでなく、前に起こる可能性があ

る。さらに、感情的反応はその後の認知的反応に影響する可能性さえある。具体的に説明していくと、
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第 1フェーズ型感情的反応とは外在手がかり（何らかの外的刺激）から直接的に引き出される感情である。

第 2フェーズ型感情的反応とは何らかの認知的反応の後であるが、いくつかの外的刺激によって導出さ

れるものである。そして、第 3フェーズ型感情的反応は、認知プロセスが続くにつれ、消費者が知覚製

品価値を評価した後に起こる感情的反応である。 

以上の第 1フェーズ型感情的反応から第 3フェーズ型感情的反応を示したものが、図表 3から図表 5

である。また、実証分析の結果、第 2フェーズ型感情的反応のみが支持され、ほかの 2つの感情的反応

は支持されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所） Li, et al.（1994）p130. 

図表 3 認知・感情型購買意図モデル（フェーズ 1）
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図表 4 認知・感情型購買意図モデル（フェーズ 2）
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図表 5 認知・感情型購買意図モデル（フェーズ 3）
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第 3章 概念モデルの構築 
 

3－1. 認知・感情型購買意図モデルの拡張 

 

本節において、Li, et al.（1994）によって提唱された、認知・感情購買意図モデルの第 1フェーズ型

感情的反応を援用し、企業ブランドと個別ブランドがそれぞれ、消費者の購買に対していかなる影響を

もたらしているのかをモデル化し、仮説を設定していく。 

 

3－1－1. 価格の役割 

本項において、「価格」の概念定義を行い、｢価格｣と「知覚品質」の関係、｢価格」と「知覚価値」の

関係について考えていく。 

価格についてはさまざまな研究がなされており、価格概念だけでも数多く存在する9。本論においては、

価格とは製品購買における犠牲量の指標と、品質水準の指標である10と定義する。 

前章で述べたように、外在手がかり研究は長い間、価格を中心に行われてきた。そして近年、価格が

品質のバロメータであることには疑問が投げかけられているのである。しかしながら、本論においては、

価格が品質の指標としてなんらかの影響を与えていると考え、仮説化する。なぜなら、価格が外在手が

かりとして機能するか否かは、そのほかに外在手がかりの入手可能性の程度など、ケースバイケースで

あると考えられるからである。本論では外在手がかりとして価格のほかに、企業ブランド知覚と個別ブ

ランド知覚を用いる。本論の研究により、これら 2つのブランド知覚が外在手がかりとして機能する場

合に、消費者が価格をどの程度、考慮しているのかについて、何らかの示唆を得ることができると考え

られる。 

次に、価格が知覚価値に与える影響を考えてみよう。先程、価格とは製品購買における犠牲量と品質

水準の指標である、と定義した。価格が犠牲量の指標であるということは、知覚価値を低めるものとし

て考えられるであろう。換言すると、価格が高ければ、製品を購買するために支払わなければならない

犠牲量がより増加する、と消費者は考えるのである。すなわち、価格が高いと知覚価値が低まると考え

られるだろう。 

以上のような議論により、次のように仮説を設定し、構築された概念モデルは図表 6のように示され

る。 

 

仮説 1 「価格」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

仮説 2 「価格」は、「知覚価値」に負の影響を与える。 

 

 

                                                         
9 詳しくは、上田（1999）を参照のこと。 
10 詳しくは、Dodds, et al.（1991）を参照のこと。 
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3－1－2. 知覚品質と知覚価値、知覚価値と購買意図の関係 

本項において、「知覚品質」と「知覚価値」の関係、「知覚価値」と「購買意図」の関係について見て

いく。まずは、「知覚品質」の概念の定義を行う。 

知覚品質とは、製品の全体的な優越性ないし優等性に関する消費者の判定、として定義される11。客

観的品質が容易に測定可能であるのに対し、消費者によって下される判断は異なるため、知覚品質は主

観的で測定することが難しい。 

次に、「知覚価値」の概念定義を行う。知覚価値とは、消費者の知覚に基づく、製品の効用に関する全

体的評価である12。知覚価値は消費者、個人個人によってその差が大きいといえる。なぜなら、製品を

購入する際に、量を求める人がいたり、高品質を重視する人がいたりするように、消費者ごとに価値を

感じる点が異なるからである。 

ここで、知覚品質と知覚価値の関係を考えよう。前章に示した Dodds, et al.（1991）らの研究におい

て、知覚価値は知覚品質と知覚犠牲の両方の影響を受けているとされた。このように知覚価値は消費者

が知覚する品質と、払う犠牲量を評価していると考えられる。知覚価値に影響を与える犠牲量としては、

前項において価格を用いて仮説を設定した。消費者が品質を高いものであると知覚すると、価値も高い

ものであると知覚すると考えられるであろう。それゆえ、本項において、知覚品質が知覚価値に正の影

響を与えるとして仮説を設定する。 

次に、知覚価値と購買意図の関係を考えよう。これは製品に対する評価が高い、すなわち知覚品質が

高いと消費者が知覚した場合、製品を購買しようとする、ということである。それゆえ、知覚価値が購

買意図に正の影響を与えているものとみなしてよいであろう。 

以上の議論より、次の仮説を設定することが出来ると考えられ、構築された概念モデルは図表 7のよ

うに示される。 

 

仮説 3 「知覚品質」は、「知覚価値」に正の影響を与える。 

仮説 4 「知覚価値」は、「購買意図」に正の影響を与える。 

                                                         
11 詳しくは、Zeithaml（1988）を参照のこと。 
12 詳しくは、Zeithaml（1988）を参照のこと。 

図表 6 価格の役割 
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3－1－3. 感情的反応 

本項において、消費者の感情的反応、つまり「好意」がどのような影響を与えているのかを吟味する。 

好意とは、消費者の感情的反応、つまり当該製品が好きか嫌いかを表す概念である。経済学に見られ

るように、研究者たちにより長年、消費者は合理的に行動し、製品の評価を根本的に認知的に行ってい

るとされてきた。しかしながら、近年の研究において、認知的要素に加えて感情的要素も選好の際、重

要な役割を果たすということが示されている13。さらに、Li, et al.（1994）の研究において、感情的要素

の購買意図への影響は、認知的要素とほぼ同様に重要であることが、示唆されているのである。 

ここで、好意が知覚品質や知覚価値、購買意図にどのような影響を与えるのか考えてみよう。好意が

知覚品質や知覚価値、購買意図と、どのように関係しているのかということは 2通りの場合が考えられ

る。つまり、感情的要素が認知的要素に対して影響を与えている場合、もしくは認知的要素が感情的要

素に影響を与えている場合である。それぞれの場合によって好意と知覚品質との関係は変化してくるで

あろう。 

まず、認知的要素が感情的要素に影響を与えると考えてみよう。例えば、ホンダを好きだと思うには、

その品質や価値などを知っていなければならないと考えられる。すなわち、知覚品質や知覚価値が、好

意の度合いを変化させるのである。また、反対に感情的要素が認知的要素に影響を与えるとしたらどう

であろうか。ホンダを好きだと思う人は、ホンダを好きだと思うがゆえに、高品質だと知覚したり、価

値が高いと知覚したりするかもしれないと考えられる。Li, et al.（1994）らのモデルにおいて、フェー

ズ 1から 3に分けられているように、この感情的要素と認知的要素、どちらがどちらに影響を与えてい

るのかという問題は、消費者の知覚の段階において変化するであろう。 

本論においては、感情的要素が認知的要素に影響を与えている段階を考慮し、仮説を構築する。その

理由としては以下の 2 つが挙げられる。1 つ目として、本論が認知・感情型購買意図モデルの中で、最

も早い段階のフェーズ 1 を援用していることが挙げられる。2 つ目としては、本論が調査の対象とする

ような有名ブランドに関して、消費者は既に多くの知識を持っており、新たに認知的要素が感情的要素

に与える影響は少ないと考えられるからである。 

以上のような議論を踏まえ、好意が消費者の行動に与える影響を考えてみよう。消費者がある製品を

好きである場合、何らかの認知的反応をして自分の選好を正当化しようとするかもしれない。すなわち、

ある製品を好きであれば、品質を実際よりも高く知覚したり、価値をより高く知覚したりするかもしれ

                                                         
13 詳しくは、Zajonc（1980）を参照のこと。 

図表 7 知覚品質、知覚価値、購買意図 
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ない。また、ただ好きであるというだけで、品質も何も考慮せずに購買しようと考えるかもしれない。

そのため、好意が知覚品質や、知覚価値、購買意図に正の影響を与えると仮説化しうるだろう。 

以上の議論により、次のように仮説を設定し、構築された概念モデルを図表 8に示す。 

 

仮説 5 「好意」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

仮説 6 「好意」は、「知覚価値」に正の影響を与える。 

仮説 7 「好意」は、「購買意図」に正の影響を与える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3－1－4. 企業ブランドと個別ブランドの役割 

本項において、認知・感情型購買意図モデルで使用されているブランド知覚の概念を、「企業ブランド

知覚」と「個別ブランド知覚」の 2つに分け、それぞれの購買意図に与える影響を議論する。 

ブランド知覚とは、消費者がそのブランド自体や特徴についてどれだけ知っているか、という概念で

ある。また、前章で概観したように、ブランド名は外在手がかりとして、機能していると考えられる。

例えば、Olson（1977） は、価格以外の外在手がかりの入手可能性が、価格以外の手がかりを重要視す

るかに影響を与えると示し、ブランド名が品質を評価するための価格より強い手がかりである、と結論

付けている。 

また、前章において、ブランド階層の分類は数種類あることを示した。その後に、ブランド・マネジ

メントにおいてとりうる 3つの戦略、すなわち単一ブランド戦略、組み合わせブランド戦略、個別ブラ

ンド戦略を提示した。本論においては、日本企業が採用することの多い戦略である、組み合わせブラン

ド戦略を扱う。なぜなら、本論の目的は企業ブランドと個別ブランドの機能を探ることであり、その機

能は単一ブランド戦略や個別ブランド戦略において、1 つのブランドが果す機能を、企業ブランドと個

別ブランドが分担している、と考えられるからである。 

その機能の分担とは、前章において述べた、「endorser」機能を企業ブランドに付与し、「driver」機

能を個別ブランドに付与するということである。しかしながら、現在までこの機能の分担を実証した研

究はない。また、これは Li & Monroe（1992）の述べた、シグナル的役割と属性的役割の概念もこれら

図表 8 感情的要素の影響 
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の機能に当てはまると考えられる。すなわち、「endorser」機能がシグナル的役割を果たし、「driver」

機能が属性的役割を果たすということである。換言すると、日本において「企業ブランド知覚」がシグ

ナル的役割を果たし、消費者は認知的反応を示して、その製品品質を十分なものであると知覚するかも

しれないと考えられる。また、「個別ブランド知覚」は属性的役割を果たし、消費者は感情的反応を示し

て、製品評価を好意的に行うかもしれないと考えられるであろう。 

以上のような議論に基づき、次のような仮説を設定し、構築された概念モデルを図表 9のように示す。 

 

仮説 8 「企業ブランド知覚」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

 仮説 9 「個別ブランド知覚」は、「好意」に正の影響を与える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3－2. 拡張された認知・感情型購買意図モデル 
 

今までの議論を踏まえて、設定した仮説をパスダイアグラムにして示すと、以下の図表 10 のように

示すことができる。 
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図表 9 企業ブランド、個別ブランド
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図表 10 概念モデルの完成 
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以上のように、認知・感情型購買意図モデルの援用により、消費者が企業ブランドと個別ブランドを

どのように知覚し、購買に至るかについての概念モデルが構築された。次章の実証分析に先立ち、仮説

の再述を行う。 

 

仮説 1 「価格」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

仮説 2 「価格」は、「知覚価値」に負の影響を与える。 

仮説 3 「知覚品質」は、「知覚価値」に正の影響を与える。 

仮説 4 「知覚価値」は、「購買意図」に正の影響を与える。 

仮説 5 「好意」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

仮説 6 「好意」は、「知覚価値」に正の影響を与える。 

仮説 7 「好意」は、「購買意図」に正の影響を与える。 

仮説 8 「企業ブランド知覚」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

仮説 9 「個別ブランド知覚」は、「好意」に正の影響を与える。 

 
 

第 4章 概念モデルの実証 
 

本章では、前章において構築された概念モデルの経験的妥当性を吟味するために、消費者調査と多変

量解析を利用し、概念モデルの実証14を試行する。 

 

4－1. 分析方法の検討 

 

4－1－1. 多変量解析技法の吟味 

前章で設定した調査仮説を実証するため、その分析方法に関し、多変量解析技法と調査方法の 2つの

面から検討する。 

本論において調査仮説を実証するための多変量解析技法として、共分散構造分析を用いる15。端的に

述べるならば、共分散構造分析とは複数の因子分析と複数の回帰分析を同時に行う技法である。一方の

因子分析は、直接的には計測不可能な構成概念と観測値との関係を明らかにする。他方の回帰分析は、

構成概念を扱わない代わりに計測可能な観測変数間の因果関係を明らかにする。そして、これらの 2つ

の分析技法の組み合わせと見なしうる共分散構造分析は、構成概念データを複数の観測変数群からの因

子得点として得ると同時に、因子として抽出された構成概念群間の因果関係の解明を試みるものである

が、本論の概念モデルにおける構成概念は消費者心理の状態を示しており、それゆえ直接的には測定し

                                                         
14 本論における実証とは、厳密には「検証」や「確証」ではなく「験証」を意味する。実証に関する方法論的議論

に関しては例えば Popper（1934）、Chalmers（1982）、Glass & Johnson（1984）、堀田編著（1991）を参照のこと。 
15 詳しくは、豊田（1992）を参照のこと。 
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得ない。そのため、本論において上記の特徴を有する共分散構造分析が最適な多変量解析技法であると

判断した。 
 
4－1－2.観測変数の設定  

前項における議論の通り、共分散構造分析を行うに際して、構成概念は測定し得ないために、各構成

概念を因子とするような観測変数を設定しなければならない。本論では、観測変数を消費者調査におけ

る質問事項に対する消費者の回答によって測定することとし、それらの各構成概念に対して 2つ、ない

し 3 つ設定することとした。具体的な質問事項に関しては、図表 11 に要約されている。また、構成概

念と観測変数を追加したパス図を、図表 12に示す。 
 
4－1－3.調査の概要 

本項において、消費者調査における想定と調査結果について、その概要を紹介する。 

消費者調査に際して、被験者は、実在するビールブランドと自動車ブランドについての質問に回答す

ように求められた。調査に利用された尺度法は、リカート尺度であった16。「全く思わない」、「あまり思

わない」、「どちらでもない」、「ややそう思う」、「非常にそう思う」の 5点尺度法が採用された。 

被験者は、便宜的に抽出された大学生 173 名であった17。そのうち、ビールブランドに関する有効回

答数が 152（89％）、自動車ブランドに関する有効回答数が 156（90％）であった。また、ビールと自動

車それぞれの調査に際し、4 ブランドごとの質問を行った。それゆえ、分析上のサンプル・サイズは 4

倍の数である、608と 624となった。共分散構造分析に際して、統計ソフト SAS System For Windows, 

Release 8.02 の CALISプロシジャを用いた。 
 

図表 11 構成概念と観測変数 
 
構成概念 観測変数（質問項目） 

ξ 1：企業ブランド知覚 X1 ：あなたは「（企業ブランド名）」についてよく知っていると思いますか？ 
X2 ：「（企業ブランド名）」がどんな特徴を持っているか知っていますか？ 

ξ 2：個別ブランド知覚 X3 ：あなたは「（個別ブランド名）」についてよく知っていると思いますか？ 
X4 ：「（個別ブランド名）」がどんな特徴を持っているか知っていますか？ 

ξ 3：価格 X5 ：そのブランドのビール･発泡酒（車）は、値段が高いと思いますか？ 
X6 ：そのブランドのビール･発泡酒（車）は、高級だと思いますか？ 

η 1：知覚品質 X7 ：そのブランドのビール･発泡酒（車）は、品質が高い（性能がよい）と思いますか？ 
X8 ：そのブランドのビール･発泡酒（車）は、味がよい（品質が高い）と思いますか？ 

X9 ：そのブランドのビール･発泡酒（車）は、鮮度（耐久性）がよいと思いますか？ 
η 2：好意 X10 ：そのブランドのビール・発泡酒（車）を、好きですか？ 

X11 ：そのブランドのビール・発泡酒（車）に、良いイメージを持っていますか？ 

X12 ：そのブランドのビール・発泡酒（車）は、魅力あると思いますか？ 

                                                         
16 リカート尺度の利点として、被験者の比較が可能、誤謬可能性が低い、時間効率がよい、便宜的である、などが

挙げられる。詳しくは Likert（1932）のほか、例えば Aaker & Day（1980）を参照のこと。 
17  ここで、調査にご協力くださった回答者の方々に謝辞を述べたい。 
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η 3：知覚価値 X13 ：そのブランドのビール・発泡酒（車）のうまさ（性能）は、あなたにとって価

格に見合ったうまさ（性能）だと思いますか？ 

X14 ：そのブランドのビール・発泡酒（車）の品質は、あなたにとって価格に見合っ

た品質だと思いますか？ 

X15 ：そのブランドのビール・発泡酒（車）の鮮度（耐久性）は、あなたにとって価

格に見合った鮮度（耐久性）だと思いますか？ 

η 4：購買意図 X16 ：そのブランドのビール・発泡酒（車）を買いたいと思いますか？ 

X17 ：そのブランドのビール・発泡酒（車）買うと、満足感を得られると思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4－2. 分析の結果（ビールブランドの場合） 

 

本論では、ビールと自動車という、2 つの製品について調査を行った。その理由は、低価格製品と高

価格製品の購買において、企業ブランドと個別ブランドがいかに購買意図に影響を与えるのか、につい

て調査するためである。それゆえ、ビールと自動車の複数のブランドそれぞれの質問に、回答されるよ

うに設定された。そのため、共分散構造分析を試みる際、ビールブランドと自動車ブランドについて別々

に分析され、それぞれの分析結果を記述する。本節において、ビールブランドに関する消費者データを

用いて共分散構造分析を実行した結果を記述し、概念モデルの経験的妥当性を吟味していく。 
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図表 12 概念モデルの完成 
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4－2－1. モデルの全体的妥当性評価 

いくつかの決定係数と係数推定値に異常値が認められたため、特に共変動していると思われる観測変

数に対して、共分散を設定し再度分析を行った18。修正したモデルについて、係数推定値の推定には最

尤推定法が用いられ、最適化計算は正常に終了した。分析の結果、モデルの全体評価に関して、図表 13

のようなアウトプットデータが出力された。 

χ2検定量は 641.00 という値であり、1％水準で有意であった。このことから、モデルの妥当性は低

くモデルは支持されないといえる。しかし、今回の分析に使用されたサンプルは大規模であるために棄

却される可能性が高く、それゆえ、既存研究19に準じてこの結果は参考にしない。モデルの説明力を示

す GFI は 0.89 であり、説明力に欠ける結果となった。これもまたサンプル・サイズが大きいことによ

るものであると考えられる。それゆえ、今回のモデルは全体の 9割が説明されたとみなし、部分的には

評価されたと結論付ける。モデルの説明力と安定性を示す AGFI は 0.84 である。GFI と AGFI の差は

0.05と小さく、見せかけの適合度ではないことがいえるであろう。また、モデルに表現されなかった残

量を示す残差平方平均平方根 RMRは 0.08という低い値を示し、残量は少ないといえる。モデルの適合

度指標である EMSEAは、0.09という低い値を示し、望ましい結果を得られたといえるであろう。説明

力と安定性を示す AICは 429.00とかなり高い値になってしまったが、これもサンプル・サイズに起因

するものであると考えられる。また、AICの改良型である SBCは、－36.36という低い値であり、この

モデルの説明力と安定性が高いと判断しうるであろう。総合的に見ると、モデルの妥当性、説明力、安

定性はいずれも高く、部分的評価の段階に進みうると判断できるであろう。 

 

図表 13 モデルの全体的妥当性評価 

χ2 641.00（df＝106） 

P 0.001 

GFI 0.89 

AGFI 0.84 

RMR 0.08 

RMSEA 0.09 

AIC 429.00 

SBC －36.36  

 

 

4－2－2. モデルの部分的妥当性評価 

まず、各方程式に対する決定係数 R2は図表 14に示されている。観測変数 X5、X9を従属変数とした方

程式の決定係数は非常に低い値を示した。また、潜在変数 η 2を従属変数とした方程式の決定係数の値

                                                         
18 本分析において、決定係数を 1以下に収めるため、X1から X17の誤差変数の間に boundsの設定を行った。 
19 豊田（1992）のほか、Bagozzi & Yi（1988）を参照のこと。 
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も低かった。そのため、「好意」は、「個別ブランド知覚」からの影響をあまり受けていないといえるで

あろう。 
次に、係数推定値、t値、標準化後の推定値は図表 15に示されている。観測変数と構成概念の関係を

示す測定方程式の係数は 1％水準で有意であった。同様に、構成概念間の関係を示す構造方程式の係数

のほとんどは 1％水準で有意であったが、η 3と η 1は 5％水準で有意であった。これらの t検定の結果

は、標準化後の係数推定値とともに、図表 16のパス図に記載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 15 各方程式の係数推定値、t値、標準化後の推定値 

変数名 係数推定値 t値 標準化後の推定値 変数名 係数推定値 t値 標準化後の推定値 

X1 1.00 0.75* X14 1.01 23.97  0.86a 

X2 1.14 15.95 0.86a X15 0.79 18.06  0.68a 

X3 1.00 0.78* X16 1.00 0.91* 

X4 1.14 18.08 0.89a X17 0.98 30.89  0.89a 

X5 1.00 0.47* η 4  η 3 0.26 5.08  0.25a 

X6 1.81 6.06 0.85a η 4  η 2 0.78 7.98  0.71a 

X7 1.00 0.72* η 3  η 2 0.46 3.02  0.45a 

X8 1.10 17.71 0.79a η 3  η 1 0.46 2.25  0.37b 

X9 0.66 10.88 0.47a η 3  ξ 3 －0.42 －3.12  －0.23a            

X10 1.00 0.82* η 2   ξ 2 0.38 7.58  0.36a 

X11 0.96 22.01 0.79a η 1   η 2 0.68 15.81  0.81a 

X12 0.98 22.63 0.81a η 1  ξ 1 0.15 4.51  0.17a 

X13 1.00 0.85* η 1  ξ 3 0.52 7.24  0.35a 

 

 

変数名 決定係数 変数名 決定係数 変数名 決定係数 

X1 0.56 X8 0.63 X15 0.46 

X2 0.74 X9 0.22 X16 0.82 

X3 0.73 X10 0.68 X17 0.79 

X4 0.80 X11 0.63 η 1 0.88 

X5 0.22 X12 0.66 η 2 0.13 

X6 0.73 X13 0.72 η 3 0.60 

X7 0.51 X14 0.74 η 4 0.83 

ただし、*は固定母数、それぞれ aは 1％、bは 5％で有意であることを示す。

図表 14 各方程式の決定係
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4－2－3. 分析結果の考察 

前項までの分析結果を踏まえ、本項において分析結果に対する考察を試行する。 

仮説 1 「価格」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 2 「価格」は、「知覚価値」に負の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 3 「知覚品質」は、「知覚価値」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 4 「知覚価値」は、「購買意図」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 5 「好意」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 6 「好意」は、「知覚価値」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 7 「好意」は、「購買意図」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 8 「企業ブランド知覚」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

* は固定母数 
aは 1％水準で有意 
bは 5％水準で有意 
 

ただし、 
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図表 16 標準化後の推定値と t検定の結果 
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仮説 9 「個別ブランド知覚」は、「好意」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

 

本論で設定した調査仮説は、9つ全て支持されるという結果を示した。しかしながら、「好意」に関す

る決定係数が低かった。それゆえ、仮説 9は、説明力が低いと考えられるであろう。それを踏まえた上

で、企業ブランドが知覚品質に与える影響力、個別ブランドが好意に与える影響力の違いを考察する。

「企業ブランド知覚」から「知覚品質」の影響を示す係数推定値が 0.17、「個別ブランド知覚」から「好

意」への影響を示す係数推定値が 0.36と、「個別ブランド」の方が倍以上の影響力が強いことが示され

た。 

次に、価格が知覚品質にどのような影響を与えていたのかを見てみよう。分析の結果、「価格」から「知

覚品質」の影響を示す係数推定値は 0.35と、「企業ブランド」が「知覚品質」に与える影響力よりも大

きいことが示された。それゆえ、ビールブランドにおいて価格は品質のバロメータとして機能している

といえるであろう。しかしながら、「好意」から「知覚品質」を示す係数推定値は 0.81とさらに大きく、

品質は消費者の好意によって最も左右されているといえるであろう。 

最後に、好意と知覚価値の購買意図に与える影響力の違いを考察する。「好意」が「購買意図」に与え

る影響を示す係数推定値は 0.71ととても高い数値を示した。これは「知覚価値」から「購買意図」への

係数推定値 0.25よりも高く、消費者はビールブランドの選択において、感情的要素が強いことが言える

であろう。これは、ビールが比較的低価格であり、消費者の関与が低いことが理由として挙げられるか

もしれない。 

以上のように、全ての仮説が支持されたことから、本節で分析されたビールブランドに関するデータ

を用いた、独自の概念モデルは、経験的に概ね支持されたものと言えるであろう。 

 

4－3. 分析の結果（自動車ブランドの場合） 

 

本節においては、自動車ブランドに関する消費者データを用いて共分散構造分析を実行した結果を記

述し、概念モデルの経験的妥当性を吟味する。 

 
4－3－1. モデルの全体的妥当性評価 

ビールブランドの場合と同様、いくつかの決定係数と係数推定値に異常値が認められたため、特に共

変動していると思われる観測変数に対して、共分散を設定し再度分析を行った20。修正したモデルにつ

いて、係数推定値の推定には最尤推定法が用いられ、最適化計算は正常に終了した。分析の結果、モデ

ルの全体評価に関して、図表 17のようなアウトプットデータが出力された。 

χ2検定量は 423.07 という値であり、1％水準で有意であった。このことから、モデルの妥当性は低

くモデルは支持されないといえる。しかし、今回の分析に使用されたサンプルは大規模であるために棄

                                                         
20 本分析において、決定係数を 1以下に収めるため、X3の誤差変数に boundsの設定を行った。 
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却される可能性が高く、それゆえ、既存研究21に準じてこの結果は参考にしない。モデルの説明力を示

す GFIは 0.93、モデルの説明力と安定性を示す AGFIは 0.90である。GFIと AGFIの差は 0.03と小

さく、見せかけの適合度ではないことがいえるであろう。また、モデルに表現されなかった残量を示す

残差平方平均平方根 RMRは 0.08という低い値を示し、残量は少ないといえるであろう。モデルの適合

度指標である EMSEAは、0.07という低い値を示し、望ましい結果を得られたといえる。説明力と安定

性を示す AIC は 211.07と高い値になってしまったが、これもサンプル・サイズに起因するものである

と考えられる。また、AICの改良型である SBCは、－261.84という低い値であり、このモデルの説明

力と安定性が高いと判断しうるであろう。総合的に見ると、モデルの妥当性、説明力、安定性はいずれ

も高く、部分的評価の段階に進みうると判断できるであろう。 

 

図表 17 モデルの全体的妥当性評価 

χ2 423.07（df＝106） 

P 0.001 

GFI 0.93 

AGFI 0.90 

RMR 0.08 

RMSEA 0.07 

AIC 211.07 

SBC －261.84  

 

 

4－3－2. モデルの部分的妥当性評価 

まず、各方程式に対する決定係数 R2は図表 18 に示されている。観測変数 X9、X15を従属変数とした

方程式の決定係数は低い値を示した。また、潜在変数 η 3を従属変数とした方程式の決定係数の値は非

常に低い値を示した。そのため、「価値」は、「好意」、「知覚品質」、「価格」からの影響をほとんど受け

ていないといえるであろう。しかしながら、観測変数 X9、X15 の間に共分散を設定したことが、決定係

数が低い値を示した原因かもしれない。 
次に、係数推定値、t値、標準化後の推定値は図表 19に示されている。観測変数と構成概念の関係を

示す測定方程式の係数は 1％水準で有意であった。同様に、構成概念間の関係を示す構造方程式の係数

のほとんどは 1％水準で有意であったが、η 4と η 3は 5％水準で有意であった。これらの t検定の結果

は、標準化後の係数推定値とともに、図表 20のパス図に記載されている。 

 

 

 

                                                         
21 豊田（1992）のほか、Bagozzi & Yi（1988）を参照のこと。 
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図表 18 各方程式の決定係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 19 各方程式の係数推定値、t値、標準化後の推定値 

変数名 係数推定値 t値 標準化後の推定値 変数名 係数推定値 t値 標準化後の推定値 

X1 1.00 0.90* X14 0.95    25.22  0.84a 

X2 0.95 23.32 0.86a X15 0.72    18.17  0.65a 

X3 1.00 0.92* X16 1.00    0.90* 

X4 1.00 31.26 0.93a X17 0.92    18.17  0.83a 

X5 1.00 0.80* η 4  η 3 0.14    2.34  0.14b 

X6 1.10 14.7 0.88a η 4  η 2 0.59    4.66  0.54a 

X7 1.00 0.82* η 3  η 2 0.55    8.64  0.51a 

X8 1.06 23.59 0.87a η 3  η 1 0.42    5.51  0.37a 

X9 0.74 15.86 0.61 a η 3  ξ 3 －0.26    －4.95  －0.23a 

X10 1.00 0.83* η 2  ξ 2 0.26    6.88  0.29a 

X11 1.05 27.03  0.87a η 1  η 2 0.61    15.75  0.64a 

X12 1.03 26.22 0.86a η 1  ξ 1 0.13    4.35  0.15a 

X13 1.00 0.88* η 1  ξ 3 0.43    11.32  0.43a 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数名 決定係数 変数名 決定係数 変数名 決定係数 

X1 0.81 X8 0.76 X15 0.42 

X2 0.73 X9 0.36 X16 0.81 

X3 0.86 X10 0.69 X17 0.69 

X4 0.86 X11 0.77 η 1 0.66 

X5 0.63 X12 0.73 η 2 0.63 

X6 0.77 X13 0.78 η 3 0.09 

X7 0.67 X14 0.71 η 4 0.66 

ただし、*は固定母数、それぞれ aは 1％、bは 5％で有意であることを示す。
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4－3－3. 分析結果の考察 

前項までの分析結果を踏まえ、本項において分析結果に対する考察を行う。 
 

仮説 1 「価格」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 2 「価格」は、「知覚価値」に負の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 3 「知覚品質」は、「知覚価値」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 4 「知覚価値」は、「購買意図」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 5 「好意」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 6 「好意」は、「知覚価値」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 7 「好意」は、「購買意図」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

* は固定母数 
aは 1％水準で有意 
bは 5％水準で有意 

ただし、 

e 17 

X17 

購買意図 
η 4 

0.90* 0.83a 

0.51a 
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X1 X2 価格 
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知覚品質 
η 1 

知覚価値 
η 3 

X3 X4 

e 4 e 3 

e 11 

X12 

e 12 

X11 X10 

e 10 

好意 
η 2 

ζ 3 

ζ 2 

ζ 1 ζ 4 

0.86a 

0.92* 0.93a 

0.80* 

0.90* 

0.88a 

0.82* 0.87a 0.61a 

0.83* 0.87a 0.86a 

0.88* 0.84a 
0.65a 

0.54a 

0.14b 

0.37a 

－0.23a

 

0.15a 

0.29a 

0.64a 

0.43a 

個別ブランド知覚 
ξ 2 

企業ブランド知覚 
ξ 1 

図表 20 標準化後の推定値と t検定の結果 

0.29 
0.72 

0.36 

－0.26 
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仮説 8 「企業ブランド知覚」は、「知覚品質」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

仮説 9 「個別ブランド知覚」は、「好意」に正の影響を与える。 

⇒支持された 

 
ビールブランドと同様、自動車ブランドについても、本論で設定した調査仮説は、9 つ全て支持され

るという結果を示した。しかしながら、「知覚価値」に関する決定係数のみ、非常に低くかった。それゆ

え、「知覚価値」に影響を与えるとされる、仮説 2、3、6 は、説明力が低いと考えられるであろう。そ

れを踏まえた上で、以下の議論を行っていく。 

まず、企業ブランドが知覚品質に与える影響力、個別ブランドが好意に与える影響力の違いを考察し

よう。「企業ブランド知覚」から「知覚品質」の影響を示す係数推定値が 0.15、「個別ブランド知覚」か

ら「好意」の影響を示す係数推定値が 0.29であった。これは、ビールブランドの場合と同様、企業ブラ

ンドよりも個別ブランドの影響力の方が強いことを示している。 

次に、価格が知覚品質にどのような影響を与えていたのかを見てみよう。分析の結果、「価格」から「知

覚品質」の影響を示す係数推定値は 0.43と、「企業ブランド」が「知覚品質」に与える影響力よりも大

きいことが示された。それゆえ、自動車ブランドにおいても、価格は品質のバロメータとして機能して

いるといえるであろう。しかしながら、やはり「好意」から「知覚品質」を示す係数推定値が 0.64とさ

らに大きく、知覚品質は消費者の好意によって最も左右されている。 

最後に、好意と知覚価値の購買意図に与える影響力の違いを見てみよう。「好意」が「購買意図」に与

える影響を示す係数推定値は 0.54という数値を示し、「知覚価値」から「購買意図」への係数推定値は

0.14という数値を示した。よって、消費者は自動車ブランドの選択においても、感情的要素が強いこと

が言える。 

以上に、見てきたように、ビールブランドと自動車ブランドにおいて、それぞれの概念間の係数推定

値は、ほぼ同じように変動していた。このことは、ビールと自動車という価格帯の大きく違うブランド

においても、消費者の購買意思決定は似通っている、と言うことができるであろう。しかしながら、ビ

ールと自動車はバリエーションの豊富な製品であり、消費者の好みの差が大きいことが、このような結

果を導き出したとも考えられる。 

このように、全ての仮説が支持されたことから、本節で分析された自動車ブランドに関するデータを

用いた、独自の概念モデルは、経験的に概ね支持されたものと言えるであろう。 

 

 

 

第 5章 おわりに 
 

5－1. 本論の要約と成果 
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5－1－1. 本論の要約 

消費者はしばしば、ブランド名という外在手がかりを使用して製品の品質や価値を評価していると考

えられる。本論では、その外在手がかりとしてのブランド名を企業ブランドと個別ブランドの 2つに分

けて、購買意図にいかなる影響を与えているのかを調査した。 

まず、ブランドの機能とブランド階層について既存研究の概観を行った。これらの研究において、

Aaker（1996）がブランドの機能について挙げていた。次に、外在手がかり研究を概観した。外在手が

かり研究において、ブランド名の購買意図への影響を実証しているものは多数あるものの、企業ブラン

ドと個別ブランドの両方について実証している研究はなかった。そこで、Li, et al.（1994）らによって

提唱された、認知・感情型購買意図モデルを援用し、企業ブランドと個別ブランドが購買意図に与える

影響を考慮した、独自の概念モデルを構築した。そして、ビールブランドと自動車ブランドについての

消費者調査を行った。その消費者調査のデータを用いて行った共分散構造分析の結果、調査仮説は全て

支持され、構築されたモデルが概ね経験的に妥当性を有していると考えられる。さらに、企業ブランド

と個別ブランドでは、個別ブランドのほうが購買意図に与える影響が大きいということが判明した。ま

た、消費者は認知的反応よりも感情的反応を示して、購買に至るということが示された。本論は、以上

のような研究の末、企業ブランドと個別ブランドの消費者の購買意図に与える影響の解明に貢献したと

いえるであろう。 

 

5－1－2. 本論の成果 

本論の学術的な成果としては 4 点挙げることができるであろう。まず、1 点目としては、認知・感情

型購買意図モデルのフェーズ 1を実証したことである。Li, et al.（1994）の研究において、認知・感情

型購買意図モデルはフェーズ 2においてのみ支持されており、フェーズ 1のモデルに関しては指示され

ていなかった。それゆえ、本論はフェーズ 1を実証した始めての研究であるといえよう。また、ビール

と自動車という低価格製品と高価格製品、両方において、実証することができたのである。 

2 点目としては、外在手がかり研究において、ブランド名の概念を企業ブランドと個別ブランドの 2

つの概念に分けた、初めての研究であることである。これまでの研究においては、ブランド名と原産国

情報、店舗名、価格のみが外在手がかりとして扱われていた。本論において、企業ブランドと個別ブラ

ンド両方が異なる影響力を持つことが示された。これは、外在手がかりが複数ある場合の消費者の手が

かりの取捨選択という今後の研究への可能性を示しているであろう。 

3点目としては、Li, et al.（1993）の研究の中で示された、原産国知覚の属性的役割とシグナル的役割

が、ブランドにおいていかに機能するか、ということにインプリケーションを与えられたことである。

もちろん、Li, et al.（1994）の研究の中でも、ブランドが属性的役割と、シグナル的役割が同程度機能

するということが示されている。しかしながら、本論は低価格製品と高価格製品両方において、ブラン

ドはシグナル的役割の方が強い、ということが示された。換言すると、ブランドは認知面よりも感情面

において、より多くの役割を果たすということが示されたのである。 

4点目としては、今まで実証されてこなかった、「endorser」機能は企業ブランドに持たせ、「driver」

機能は個別ブランドに持たせるという、日本におけるブランドの機能分化を実証したことである。しか
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しながら、この点は無数にあるブランドの中から選んだ、ビールブランドと自動車ブランド 8つのみに

おいて、述べたことにしかならないであろう。このため、更なる研究が求められる。 

 

5－1－3. 実務に関する示唆 

実務に関する示唆としては、消費者が感情的反応を中心に購買意図を決定していることが明らかにな

ったことであろう。本論において、消費者は製品を購買する際、品質がよいとか、価値が高いと考えた

りする認知的反応よりも、製品を好きか否かということで購買していることが示された。これは、企業

が広告出す場合、価格をよいものと知覚させたり、品質をよいものと知覚させたりする広告よりも、た

だ消費者に好きと思わせる広告を出した方が、効果が高いということを示しているであろう。また同様

に、マーケティング戦略を立てる際は、消費者の感情面を刺激することが、最も効果的と言えるだろう。 

このほかに、外在手がかりとして、企業ブランドよりも個別ブランドの方が、影響力が大きいという

ことである。すなわち、個別ブランドを前面に打ち出した方が、より効果的であるといえるであろう。

しかし、個別ブランドのみの場合との比較がなされていないため、その差異を測定することができてい

ない。この点については、今後の研究に期待したい。 

 

5－2. 今後の課題 
今後の課題としてまず第 1に挙げられるのが、概念モデルの改良である。本論では、認知・感情型購

買意図モデルのフェーズ 1を援用し、構築された概念モデルを用いた。しかしながら、消費者の購買意

図決定の中では、「企業ブランド」から「好意」や、「個別ブランド」から「知覚品質」などに影響を与

えていることが考えられるかもしれない。また、本論では分析の中で、「企業ブランド」と「個別ブラン

ド」、「知覚品質」と「購買意図」の間に共分散を設けることで、よい分析結果を得た。その理由として、

2 つのブランドの間、品質と購買意図の間に何らかの関係が存在していることが考えられるかもしれな

い。好意と知覚品質の間において、どちらがどちらに影響を与えているのかも、実証分析なされるべき

であると考えられる。 

第 2に、調査方法の改良が挙げられる。今回は、ビールと自動車という比較的バリエーションの豊富

な製品群が選ばれた。また、その中でも企業ブランドと個別ブランド両方が、強いブランドであるもの

を扱っており、BMWのように単一ブランド戦略をとっているブランドも調査する必要があるであろう。

また、ビールと自動車は、比較的男性に好まれる製品であり、女性の関与が低い製品であることが問題

であったと言えるであろう。 

第 3に、消費者のモチベーションや知識量の問題が挙げられる。Li, et al.（1993）の研究においては、

原産国情報について、モチベーションと情報量を操作され調査が行われた。ブランドについても同様の

研究が行い、消費者の選好の差異を読み取ることは重要であろう。また、より多くの外在手がかりが入

手可能なとき、消費者がどのように購買意図を持つのかも研究されなければならないであろう。 

以上のように、様々な課題を残しているものの、外在手がかりとしての、企業ブランドと個別ブラン

ドという、新たな研究トピックに対して、消費者の購買意図に影響を及ぼすメカニズムを解明すること

に挑んだ本論は、今後のマーケティング研究に対する有意義な礎石となるであろう、と期したい。 
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（記） 

本論の執筆にあたり、慶應義塾大学商学部小野晃典先生には貴重なご助言を賜りました。心からの深

い感謝をお伝えしたいと思います。また、さまざまな場面で、助けてもらった、慶應義塾大学商学部小

野晃典研究会の一期生・二期生のみなさん、そして友人に感謝したい。 
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